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戦後日本の労働政治

I民主的階級闘争パラダイム

最初に、 労働政治を理解するためのパラダイムにつ

いて考えてみましょう。 もっとも代表的なものとしては、

いうまでもなくマルクスが『共産党宣言』の中で端的

に示した階級闘争観がある。 この考えは、 歴史の原動

力として、 つまり歴史貫通的に階級闘争なるものを想

定し、 千年王国に入る最後の段階として資本主義社会

における労資の階級闘争を位置付ける。 さらに階級対

立というものを搾取関係と捉えて、 非妥協的なものと

捉える。 ゲーム論的にいえば、 ゼロ ・ サムとして捉える。

そこでは労働者は搾取の結果、 どんどん窮乏化する。

かれらは1つの対自的階級として団結し、 資本主義社会

を転覆する、 すなわち社会主義革命を遂行することに

よってのみ、 自らを解放できるということになる。

これに対して、 どうもそうではないのではないか、

資本主義社会の下でも賃上げや労働条件の改善は可能

であるという考えが、 ベルンシュタインによって提起

された。※ l ベルンシュタインの考えは、 ドイツ社民の

中ではあまり評判が良くなかったのは周知の通りですが、

第2次世界大戦後、 先進諸国で共通に見られた労資和解

体制というものを説明する枠組みは、 基本的に彼に多

くを負っている。 この枠組みをここでは、 ロッカン＝

リプセットに倣って、 「民主的階級闘争」観と呼びますが、

たとえばダー レンドルフやギデンズも実証性は乏しい

のですが、 やはり同じような議論を展開しています。※2

民主的な階級闘争観の場合、 資本主義（産業）社会

における基本的な分岐、 対立の源泉として階級関係を

みなす点では、 マルクスと一致している。 しかしマル

クスの歴史観は共有していないし、 さらに対立を非妥

協的なもの、 ゼロ ・ サム的なものとして捉えることは

しない。 階級対立がノン ・ ゼロサムになるかゼロ ・ サ

ムになるかは、 条件依存的なものです。

その条件として、 第1に指摘しなければならないのは、

o
 
v

 
ロmua＃十年タンセ究耳川国車

皐古XTny
 

新川敏光（北海道大学大学院法学研究科教授）

民主主義的政治枠組みです。 マルクス主義的に捉えれば、

政治は経済に直接的に規定されている、 つまり生産に

おけるブルジョアジーの支配は政治的にも貫徹してい

るわけで、 民主主義というのはこうしたブルジョアジ

ーの支配を覆い隠そうとする隠れ蓑に過ぎなくなる。

しかしベルンシュタインは、 民主主義政治の可能性と

いうものをより積極的に評価した。 換言すれば、 政治

の経済からの相対的独立性を見出した。 生産点では、

労働者は自らの労働を商品として売るしかない弱い存

在です。 しかし民主主義政治においては資産格差にか

かわらず、 1人1票が与えられる、 つまり経済的には弱

者に過ぎない労働者といえども団結 することによって

政治的影響力を強めることができる。 したがって生産

点における直接的な闘争ではなく、 紛争の場を政治的

アリー ナにシフトして、 そこで経済的な問題を解決し

ようというのが、 民主的階級闘争の基本的な戦略です。

第2の条件として重要なのは、 産業主義の発展にとも

なう 「 豊かな社会Jの到来です。 経済的な富をともな

って労働者も「ブルジョア化Jすることが可能になる

と考えられた。 簡単に言えば、 経済的なパイの拡大が

労働者の取り分を大きくすることを可能にしたという

議論です。※3 これは1950年代から60年代に盛んであ

った「イデオロギー の終罵」諭や近代化論に見られた

前提です。 これを洗練させた形で提出したのが、 フォ

ー デイズム諭です。 マクロにいえば、 帝国主義的に外

部の侵略ではなく、 内部的に資本主義的蓄積を可能に

するためには、 労働者を生産過程だけではなく消費過

程へも包摂することが必要になる。 つまり労働者のブ

ルジョア化というのは、 偶然的なものではなく、 資本

主義の発展として必要なものであったということにな

ります。※
4

第3の条件が、 ケインズ主義です。 これによってイデ

オロギー 的に政治の経済への介入が、 緊急避難ではな



く常態として正当化されたといえる。 ケインズ主義の

影響によって、 完全雇用、 さらには再分配を目的とし

た政治の役割が飛躍的に拡大したわけです。

おおざっぱにいって、 民主主義的な階級闘争は、 以

上3つの条件の下に成立した。 これら3つは「戦後和解

体制Jというものの根っこにあるといっていいかと思

います。 ただし民主主義的な階級闘争といっても、 各

国の歴史や社会構造に規定された権力資源動員状態に

よって、 大きく異なる。 このパラダイムを突き詰めた

といえるのが、 北欧型社会民主主義だと思います。 ス

ウェーデンなどをみると、 強力な組織労働と社民勢力

が形成され、 資本蓄積はこれを前提とした形で進める

しかなかったo 同一労働同一賃金、 積極的労働市場政策、

福祉国家政策というものは、 単に資本主義の負の効果

を軽減するだけではなく、 スウェー デン経済の発展に

役立つた。 つまり福祉国家といっても、 それは資本蓄

積戦略としてリー ズナブルなものであった点は忘れて

はならないと思います。

これに対して、 アメリカなどではそもそも集団主義

的な価値が弱く、 自由主義的な契約観が強い。 しかも

労働組合の力は弱かったわけで、 フォ ー デイズムの下

での労資和解は社会民主主義的なものに発展しなかったo

むしろ自由主義的、 市場主義的な個人の能力というも

のを重視した形で労働のブルジョア化が進められた。

国家を通じてではなく、 企業レヴェルで、 労働条件の改

善や付加給付がなされる。 アメリカは今日でも健康保

険がなく、 企業レヴェルでカバ ーしています。

自由主義と社会民主主義のほかに、 保守主義的なヴ

ァリエ ーションがある。 これはヨ ー ロッパ大陸の国々、

とりわけドイツがその典型ですが、 そこでは集団主義

を採っているんですが、 それは社会主義的な集団主義

よりは小さな単位での集団主義です。 つまり社会的再

分配というよりは、 職域集団ごとに賃金や社会保障を

行う。 さらに賃金や保障の単位は家族です。 ドイツの

場合、 社会民主主義的な要素も加わりますし、 スウェ

ーデンにしろアメリカにしろ、 こうした保守主義的な

原理が全く見られなかったわけでない。 その意味では、

ここでは無論理念型としてお話していることは言うま

でもありません。

労働と政治～日韓比較の視座から

E戦後日本の労働政治と企業主義

では日本の労働政治は、 どのように位置付けられるか。

まず戦後民主主義によって、 民主的階級闘争の政治的

枠組みはできあがったといってよい。 労働権が整備され、

1949年には日本の労働組合組織率は、 55%に達します。

また戦後直後をみれば、 戦前の経営者が公職追放で姿

を消し、 修正資本主義を唱える若手経営者が台頭した。

こうした条件は一見、 社会民主主義的な労使和解体制

への経路を示していますが、 戦後直後の労働運動は敗

戦後の混乱の中でラディカリズムが強く、 修正資本主

義路線による労使和解路線は挫折します。

その後、 経営者の中では日経連に代表される自由主義、

「経営権の確立Jと「労働の規律Jを求める声が大き

くなります。 民間におけるラディカリズムは、 ドッジ

不況による企業整備、 指名解雇、 さらにこうした自由

主義的攻勢によって50年代末までには姿を消します。

1955年には、 日本生産性本部が設立され、 そこで労資

協調による経済再建の方向が示され、 生産性向上と労

働者への適正な成果配分が調われた。 つまりフォ ーデ

イズム原則が採用された。 こうした原則を制度的に保

障することになったのが、 やはりこの年に実質的にス

タ ー トした、 賃上げの場としての春闘です。 春闘は、

1950年共産党主導のラディカリズムに反対する民主化

同盟を基盤として生まれた労組の全国組織ですが、 サ

ンフランシスコ講和条約、 冷戦の深まりの中で、 自ら

がラデイカルになっていく。 その際、 決定的な役割を

果たしたのが、 公共部門の労組です。 かれらは 1947年

マッカー サ 一 指令によって争議権を奪われ、 またその

代償として与えられた人事院勧告を政府が守らないと

いうこともあって、 対決姿勢を強めていく。 春闘はこ

のようなラデイカルな総評によって生み出されたので

すが、 皮肉なことに総評の民間におけるラデイカルな

組合が50年代にはほぼ全滅し、 しかも公共部門の組合

は団体交渉権に制限があり、 争議権は奪われているわ

けですから、 春闘の本来の担い手ではなり得なくなり

ます。 結局春闘は、 労資協調を唱える組合が実質的に

引っ張ることになります。

そこで問題は労資協調路線に参加した組合はどのよ

うな組合であったかということになりますが、 それは
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社会民主主義的な勢力ではなかった。 総評のラディカ

リズムに反発して、 同盟（全労）が生まれますが、 そ

の結成にあたっての趣意書等を読むと明らかに社会民

主主義を目指していた。 それはそうなのですが、 50年

代に台頭してきた労働運動はこうした社会民主主義的

なヘゲモニ ー 下になかった。 50年代の労資対立の中で、

そもそも産業別労働組合運動、 企業横断的な連帯とい

うものが駆逐されていきます。 もともと戦後、 日本の

労働組合は企業別単位に形成されていったのですが、

この時代これを超えようとする動きが経営側によって

否定され、 企業別労組がいわば自覚的に選ぴなおされ

ることになります。 そこでは企業の繁栄こそ労働の利

益の不可欠の条件であるという考えが強まります。 こ

うした新しい流れが生まれたのは、 まず自動車産業です。

日産労組を中心として産業別労働組合運動は経営側の

強い圧力によって挫折し、 その後企業主義的労組が生

まれる。 そしてこうした企業主義的な労組によって

1964年、IMF-JCが設立される。 これは自動車、 造船、

電機などの日本の高度経済成長を担った金属産業の労

働組合が集ったもので、 非常に戦略的に重要な位置を

占める。 彼らは、 実質的に1960年代後半から春闘をリ

ー ドするようになります。

この企業主義というのは、 アメリカの自由主義と似

ている点がある。 日本でも企業ごとの賃上げや付加給

付が重要なわけです。 ただアメリカのように市場型個

人主義が徹底していたわけではなくて、 公的な社会保

障制度も小さいながらも整備されていきます。 1960年

前後には相次いで、国民皆保険皆年金制度が実現する。

自営や失業者は国民健康保険や国民年金に加入するこ

とができる。 無諭、 給付やサ ー ビス水準は、 ヨ ー ロツ

パで、生まれた福祉国家に比べて劣るのですが。

また雇用契約をみても、 アメリカのように外部市場

における個人の能力・技能を評価することがほとんど

重視されなかった。 市場の個人の技量以外の要素（学

歴や人柄など）が重視された。 技能はむしろ、 内部労

働市場の中で鍛えられる（OJTなど）。 むろんこれらの

違いはあくまで相対的なもので、 絶対的ではないとい

えますが、 しかし企業が雇用者とその家族を丸ごと抱

える日本のシステムは、 明らかに自由主義的というよ
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りは保守主義的なものです。 また年功制家族給や職域

ごとの分立型社会保険制度もまた明らかに保守主義的

なものです。 そしてこうした保守主義を束ねる要に企

業があるわけです。

このようにわが国の戦後労使和解は民間と公共部門

のおける労働の分裂・対立を所与とし、 民間では企業

ごとに労働が分断吸収される形で実現し、 公共部門で

はそもそも労使和解が実現されなかった。 こうした不

完全な労資和解体制が1970年代中盤まで続きます。 そ

れが高度経済成長の終薦によって流動化していくこと

になりますご
5

E労働戦線の統一 とコ ーポラテイズム化

1973年の石油危機をきっかけに「栄光の30年J とい

われたフォ ーデイズム的繁栄は終薦しますが、 日本に

おいても実質経済成長が10%を超えた高度経済成長の

時代が終わりを告げます。 企業は新規雇用を抑制し、

内部的な余剰労働力を配置転換、 出向、 転籍、 さらに

場合によってはレイ・オフによって削ぎ落とすことを

余儀なくされます。 これによって大企業においても終

身雇用、 年功制賃金の慣行は揺らぐことになりますが、

1980年代半ばまでは、 皮肉なことに企業主義が強化さ

れていったという面があります。 なぜなら企業主義的

労組は経営とパ ースペクティフを共有しますから、 企

業経営の危機に対して、 余剰労働力の削ぎ落としに積

極的に加担し、 第二労務部化を進める。 労組は経営側

と協力して、 企業福祉の見直しゃ、 退職金制度、 退職

年齢の見直しなども行います。

また余剰労働力の削減は正規雇用の精鋭化を促しま

すから、 「生き残った」者たちの聞では「選ばれたものJ

としての企業への忠誠心、 一体感が高まる。 また余剰

労働力についても、 解雇といったストレートな形はで

きるだけ避け、 内部労働市場、 あるいは系列間での中

間労働市場の活用によって、 これを吸収した。 こうし

た手法によって企業の家族主義神話は維持されたとい

えます。

とはいえ、 高度経済成長が終わると、 雇用保障を企

業単位で維持するのは困難になった。 産業構造の転換



にともなう失業に対しては、 政府の対応が必要になる。

したがって企業主義的労組の聞でも、 団結して政治的

影響力を行使する必要性が前以上に認 められるように

なった。 これが1970年代中葉に始まる労働戦線統一運

動です。そこには労資が協力して、 さらに政府との協

議によって、 産業構造の転換と雇用の問題に対処すべ

きだという考えがあった。 つまり労働戦線統一運動は、

一種の コー ポラテイズムを目指していたといえます。

こうした動きの大きな誘引となったのは、 総評のラ

ディカリズムの決定的な破綻です。 1975年春闘におい

て総評は大幅賃上げを求め、 自粛を求める政府、 経営陣、

これに呼応した同盟、 IMF-JCと真っ向から対立しま

すが、 結果としては敗 れる。 さらに秋には公労協がス

ト権奪還を目指した違法ストを行いますが、 これが世

論や民間労組の支持を得られず、 政府から何の譲歩を

勝ち得ることなく中止せざるを得なくなった。 この2つ

の敗北の後、 公労協の求心力は弱まり、 それにともな

い総評は徐々に穏健化していきます。 決定的で、あった

のが、 1980年代中葉における民営化です。最も強力な

左派労組であった国労が、 国鉄分割民営化によって、

壊滅的な打撃を受ける。 これによって総評のラディカ

リズムは最終的に葬り去られた。結果として、 労働戦

線統一は大きく前進し、 1987年には民関連合が、 89年

には公共部門労組を含む連合が誕生します。

ではこれによって、 わが国の コー ポラテイズムは実

現されたのでしょうか。 否といわざるを得ません。 確

かに労働戦線は統一された。しかし労働組合の権力基

盤はこの間弱くなっていく一方でした。 1975年からわ

が国の労働組合組織率は低下の一途をたどり、 今日で

はか ろうじて20%ラインを保っているに過ぎません。

これは、 70年代中葉以来労組が協力してリストラを進

めてきた結果ともいえますから、 何とも皮肉です。 正

規雇用の精鋭化は周辺労働力の増加をもたらしますが、

彼らの問での労働組合組織率は非常に低いのです。 そ

もそもわが国の場合、 強力な組織労働があって、 コー

ポラテイズムに向かったのではなく、 コー ポラテイズ

ム化の過程は強力な組織労働を作り上げる手段でもあ

ったわけですが、 結局連合は強力な組織労働を設ける

ことに失敗しています。

労働と政治～日韓比較の視座から

これは、 組織率だけの問題ではありません。たとえば

連合内における旧総評系と同盟系、 IMF-JC系との見解

の相違は解消されず、 組織としての凝集力が弱い。政治

的見解については、 依然統一的な方針を出せないような

状態にあります。また政府審議会への労働代表を コー ポ

ラテイズムへの指標に使えるかといえば、 現在の審議会

での労働代表というのは政策的には全く影響力をもたな

いものであることは、 現連合会長鷲尾悦也氏も私とのイ

ンタヴューで、認めたところです。結局十分なパーゲニング・

パワーをもたずに、 政府の施策に協力していくというこ

とは、 単に取り込まれる（co-opted）結果に終わる危

険が高いといえます。 たとえば コー ポラテイズム的な

社会契約においては、 賃金自粛の見かえりとして政府

の社会的給付・サー ビスの強化が期待されますが、 わ

が国の場合賃金自粛の問、 日本型福祉社会論によって

社会保障や福祉サー ビスはカットされる方向にありま

した。

さらに重大な問題として、 連合がその代表となる政

党をもつことに失敗したということが指摘されます。

かつて社会党は総評政治部といわれるほど、 総評の影

響力下にあり、 また民社党は同盟を支持母体としてい

ました。労働戦線統一の過程で、 労組（とりわけ総評系）

は「社民結集」を呼びかけ、 政党レベルにおける統 一、

すなわち社会党と民社党との和解を求めましたが、 こ

れは大変困難な作業でした。 なぜなら、 そもそも社会

党の場合、 急進化の中でマルクス主義を採用する、 つ

まり社民ではなくなっていたので、 社民結集を唱える

場合、 まず自らを社民化しなければならないという問

題がありました。これについては、 社会党は1986年に「新

宣言Jを採択し、 何とかクリアするのですが、 社会党

のラディカリズムのもう一方の柱である護憲平和主義

の放棄は困難を極めました。 そもそも社会党から西尾

派と河上派の一部が離脱して民社党を結成するきっか

けとなったのは、 日米安保条約の改定問題です。 憲法

に平和主義を文字通り実践しようとする社会党と、 そ

れを国際政治の現実を無視したものと批判する民社党

では、 安全保障に関して越えがたい溝がありました。

結局1990年の湾岸戦争をきっかけに社会党の中では護

憲平和主義の声が強くなってしまい、 社民結集は雄折
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します。

その後総評系労組幹部は社民結集をあきらめ、 非自

民反共産勢力の結集による新党結成へと動きます。 そ

れが1993年の細川8党派連立内閣につながります。 こ

うした大きな枠組みを作りかえる中で、 社会党と民社

党は融和してし Eく可能性を追求していこうとしたのです。

しかしながら、 この試みは長続きしませんでした。 新

保守勢力にヘゲモニーを握られた連立政権は、 社会党

抜きに新党を結成する動きを示します。 これに反発し

た社会党は、 仇敵自民党と手を組むことになります。

これによって非自民反連立による（社民ヘゲモニー下の）

新党結成というプランも挫折します。

自社さ連立内閣では、 社会党と民社党は与野党に分

かれ、 連合は股裂きの苦しみを昧わうことになります。

そして皮肉にも、 この自民党との連立で社会党委員長

が首班となった結果、 日本国首相として自衛隊、 日米

安保条約に反対することはできないと判断した当時の

村山富市党首によって護憲平和主義は公式に放棄され

ます。 護憲平和主義というのは、 あくまでも反対政党

の論理であり、 政権に就いたとたん、 それを放棄せざ

るえなくなる（実は細川政権でも実質的には社会党は

護憲平和主義を凍結していました ）、 というのは当然と

いえば当然なのですが、 既に社民結集も、 非自民結集

も失敗した後での護憲平和主義の公式的放棄は、 社会

党にとって何ら積極的な効果をもたらすものではあり

ませんでした。 護憲平和主義は、 社会党にとって左右

対立を超えたコンセンサスであり、 パ ックボ ー ンとい

ってよいものであったのですが、 これに代わる未来指

向の政策や価値理念もなく、 しかも非自民連立の枠組

みを支持する勢力と自民党との連立を支持する勢力と

の聞の亀裂が深まる中での護憲平和主義の放棄は、 党

としての凝集力の低下を意味しました。 さらに悪いこ

とには、 非自民連立政権参加の際に合 意し、 やがて法

制化された小選挙区比例代表並立制は、 社会党が従来

のように労組依存の選挙で勢力を維持することを著し

く困難にしました。 非自民結集が失敗したといっても、

社会党としては新党を求めざるを得ない状況に追いこ

まれたわけです。

結局社会党は現状に止まることも、 未来を切り拓く
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戦略もなく、 分裂してしまいます。 そして現在連合は

民主党を支持しています。 しかし民主党は、 保守や市

民派のイニシアティヴで生まれた政党であり、 労組に

は距離を取ろうとしています。 また当初、 旧社会党系

は民主党で過半数を占めていたのですが、 現在では社

会党系と民社党系をあわせても少数派です。 つまり連

合が求めてきた、 労働の声を代表する統一的窓口とし

ての役割を民主党が担えるとも思えないし、 そもそも

現在の執行部はそのようなことを求めておりません。

このように労働戦線統一は成功したけれども、 その

権力基盤は弱体化を続けており、 政治的に見れば、 自

分たちの代表を失ってしまったのが、 20世紀末の日本

労働政治の現状であろうと思いますご
6

N脱フォ ー ディスム、 クロ ーパリゼー シ

ョンと21世紀日本の労働政治

具体的な主体を見るとこのように大変暗いのですが、

21 世紀において労組の役割がますます限定されていく

のかといえば、 そうともいえないだろうと思います。

世界的にみて確かに、 現在組織労働については悲観論

が蔓延しています。 脱フォ ー デイズムの時代に要請さ

れる柔軟な専門化は均質な半熟練労働者を生み出した

フォ ー デイズム的大量生産と異なり、 組織化を促進し

ないといわれます。 労働者の個人化が現在進行中です。

そしてグロ ーパ リゼ ー ションの中で労働の資本蓄積上

の戦略的重要性が低下したという指摘がある。 つまり、

現在では資本は、 あまりに強い労働力がある場合、 安

価な労働力を国外に求めることが容易で、あるし、 ケイ

ンズ主義の政策的効果も期待できない。 そうなると生

産過程においても消費過程においても、 労働を取りこ

むことの意味はさほど重要で、はないことになります。

しかし私には、 こうした傾向が不可逆的なものとは

思えないのです。 といいますか、 国民経済の相対的な

重要性の低下ということは認めるにしろ、 生活空間、

市民権といったものが、 単線的に世界大に拡大すると

は到底思えない。 しかしこの問題は理論的に大きな問

題ですので、 ここでは深入りを避け、 具体的に21 世紀

におけるわが国の労働政治の意義について語ることに



よって、 本報告を閉じたいと思います。

企業主義が弱まり、 貧富の格差が高まり、 公的な社

会保障も将来的に不 透 明で、あるという状態の中で、 個

人が個 人として市場の波を乗り切ることが果して可能

でしょうか。 可能であるのは ごく一部の成功者でしょう。

大多数の者は、 そこでは敗者になる運命にあります。

過酷な市場の論理に個 人が立ち むかうことの不可能性

を知るとき、 そこに 団結の契機が生まれます。 もち ろ

んその団結の論理が、 かつてのように産業主義の論理

に基づくものである必要もないし、 そうでない可能性

のほうが強いと思います。 仕事の質を考えれば、 団結

はむし ろ ローカライズされると思われるからです。 し

注

労働と政治～日韓比較の視座から

かし ローカルな団結を繋 ぐ 争点や契機というものが存

在する可能性は十分にあるのではないかと思います。※7

また少子高齢化の中で、 女性の労働市場参画 ととも

に外国人労働力の輸入が増えざるを得ない。そのときに、

労働市場における女性差別、 外国人労働者差別の問題

が深刻化するであ ろうことは、 想像に難くありません。

ジ ェ ンダーやマイ ノ リティの権利保護の問題は、 21 世

紀の労働政治において、 中心的なテーマになるでしょう。

つまり伝統的な再分 配の問題から、 新しい政治的争点

にいたるまで、 労働政治は関わっている、 その意 味で

現実政治の上でも、 また政治学的にも、 労働政治は大

変チ ャ レンジングなテーマとなると考えています。
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